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マイナンバーによる情報連携

・平成27年10月 国内全住民に付番

・平成28年１月～ 国税・地方税・社会保障関係手続（年金関係を除く）
において利用開始

１．経緯

〇各種手続の際に住民が行政機関等に提出する書類（住民票、課税証明書等）を省略可能とするなどのため、
マイナンバー法に基づき、異なる行政機関等の間で専用のネットワークシステムを用いた個人情報のやり取りを行う。

・平成29年11月～ 情報連携の本格運用開始（約850事務手続）

【事例】児童手当の申請

X市

④給付

・平成30年10月～ 情報連携の拡充（約1200事務手続）

・平成31年１月～ 年金関係手続（約1000事務手続）の情報連携の開始に向けた準備

２．効果の発現 〇ある地方公共団体の例

Before

〇個人情報の遠隔地扶養認定の照会件数 約２５，０００件／年
（毎年夏頃、５０人の職員が４時間をかけて照会文書の封入・発送事務に従事（段ボール箱：１０箱分））

〇転出した住民に係る保育料等の認定に必要な課税証明書の作成・発送 約２５，０００件／年
（１件ずつ依頼文書を確認し、郵送等で発送）

〇転居した住民に係る介護保険料認定等のために必要な所得情報の回答件数 約３０，０００件／年
（１件ずつ内容を確認し、郵送等で文書回答）

After

パソコンでスムースな事務処理
が可能に。

１



≪年金関係手続等の連携開始≫
≪マイナンバー法施行３年後見直しによる

利用範囲の拡大
（平成31年通常国会法案提出予定）≫

情報連携対象事務手続数の変遷（イメージ） H30.10月現在

３年後見直し

※未定

⇒

平成２９年１１月本格運用 平成３０年１０月９日～ 現行法に基づく情報連携の完成～

≪試行運用手続の本格運用開始≫

※赤字数字は、事務手続数

本格運用手続

（1221）

※手続数は精査中

本格運用手続

（853）

試行運用継続手続
（84）

・障害者手帳(７２)

・特別支援（４）

・高額介護（８）

（2296）

連携開始手続

年金関係手続等

（1056）

≪データ標準レイアウトの改版≫

⇒

（計 1872） （計 2296）

試行運用継続手続
（19）

・国民健康保険（９）

・農業者年金基金（１０）

年金関係手続等

（935）
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申請項目 申請先 省略可能な書類の例

保育園や幼稚園等の利用に当たっての認定
の申請（子ども・子育て支援法）

市町村

生活保護受給証明書

児童扶養手当証書

特別児童扶養手当証書

課税証明書

障害者手帳

児童手当の申請
（児童手当法）

市町村
課税証明書

住民票

奨学金の申請
（独立行政法人日本学生支援機構法）

日本学生支援機構

生活保護受給証明書

雇用保険受給資格者証

障害者手帳

課税証明書

特別支援教育就学奨励費の申請
（特別支援学校への就学奨励に関する法律）

都道府県教育委員会

住民票

課税証明書

生活保護受給者証明書

児童扶養手当の申請
（児童扶養手当法）

都道府県・市町村

住民票

課税証明書

特別児童扶養手当証書

障害者手帳

生活保護の申請
（生活保護法）

保護の実施機関（都
道府県・市等）

課税証明書

雇用保険受給資格者証

児童扶養手当証書

特別児童扶養手当証書

マイナンバー制度の情報連携に伴い省略可能な主な書類の例

申請項目 申請先 省略可能な書類の例

特別児童扶養手当の支給の申請
（特別児童扶養手当等の支給に関する法律）

都道府県・市町村

住民票

課税証明書

障害福祉サービスの申請
（障害者総合支援法）

市町村

住民票

課税証明書

生活保護受給証明書

障害者手帳

障害者・児に対する医療費助成の申請
（障害者総合支援法）

都道府県・市町村

住民票

課税証明書

生活保護受給証明書

特別児童扶養手当証書

障害者手帳

介護休業給付金の支給の申請
（雇用保険法）

ハローワーク 住民票

保険料の減免申請
（介護保険法）

市町村

住民票

課税証明書

生活保護受給証明書

出産育児一時金の申請
（健康保険法）

健康保険組合等 住民票

公営住宅の入居の申請
（公営住宅法）

都道府県・市町村

住民票

課税証明書

生活保護受給証明書

障害者手帳

（注） 個別の事務手続の際には、各地方公共団体・行政機関のパンフレット、ホームページ等を必ずご確認ください。

〔平成３０年１０月９日時点〕
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申請項目 申請先 省略可能な書類の例

国民年金保険料の免除・納付猶予の申請
（国民年金法）

日本年金機構

住民票

課税証明書

雇用保険被保険者離職票

国民年金保険料の学生納付特例の申請
（国民年金法）

日本年金機構

課税証明書

雇用保険被保険者離職票

各種年金の裁定請求
（厚生年金保険法、国民年金法等）

日本年金機構

住民票

課税証明書

雇用保険被保険者証

年金受給者の各種届出の審査（年金額改定請
求書、加算額開始事由該当届、支給停止事由
消滅届）
（厚生年金保険法、国民年金法等）

日本年金機構

住民票

課税証明書

障害基礎年金（20歳前の傷病によるもの）受給
者の所得確認
（国民年金法）

日本年金機構 所得状況届

マイナンバー制度の情報連携に伴い省略可能な主な書類の例（年金関係手続）

申請項目 申請先 省略可能な書類の例

児童手当の申請
（児童手当法）

市町村 年金加入証明書

児童扶養手当の申請
（児童扶養手当法）

都道府県・市町村

年金額改定通知書

年金証書

奨学金の申請
（独立行政法人日本学生支援機構法）

日本学生支援機構

年金額改定通知書

年金振込通知書

障害者・児に対する医療費助成の申請
（障害者総合支援法）

都道府県・市町村

年金額改定通知書

年金振込通知書

生活保護の申請
（生活保護法）

保護の実施機関
（都道府県・市等）

年金額改定通知書

年金振込通知書

精神障害者保健福祉手帳の交付申請
（精神保健及び精神障害者福祉に関する法律）

都道府県・
政令指定都市

年金証書

年金振込通知書

（注） 個別の事務手続の際には、各地方公共団体・行政機関のパンフレット、ホームページ等を必ずご確認ください。 ４



○マイナンバー法の施行から３年が経過したことを踏まえ、「経済財政運営と改革の基本方針2018」及び「未来

投資戦略2018」等に基づき、政府において、戸籍事務、罹災証明事務及び証券分野等の業務について、マイ

ナンバー制度の利活用のあり方を検討

○現在、マイナンバー制度の利活用のあり方について各府省等で検討中のもの

１．戸籍情報の情報連携

戸籍法の改正の中で、法務省が個人別の親族関係情報を構成し、社会保障分野の事務の処理のため

に、当該情報を情報連携の対象とする法案を検討中

※法制審議会戸籍法部会において検討中

２．罹災証明事務等

行政手続オンライン化法等の中で、罹災証明の交付に関する事務や新型インフルエンザ予防接種に関す

る事務をマイナンバー利用事務とすること等の法案を検討中

３．証券保管振替業務

国税通則法の改正の中で、証券保管振替機構における加入者情報のマイナンバーによる管理や支払調

書に記載するための取得を可能とする法案（所得税法等の一部を改正する法律案）を検討中

マイナンバー制度の利活用のあり方に係る検討状況について

マイナンバー法
附則第六条 政府は、この法律の施行後三年を目途として、この法律の施行の状況等を勘案し、個人番号の利用及び情報提
供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の提供の範囲を拡大すること並びに特定個人情報以外の情報の提供に情報
提供ネットワークシステムを活用することができるようにすることその他この法律の規定について検討を加え、必要があると認め
るときは、その結果に基づいて、国民の理解を得つつ、所要の措置を講ずるものとする。
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※「ぴったりサービスの取組状況に関するフォローアップ（第2回）」の回答を集計したもの

・対応率：各都道府県の域内の団体数に対する対応団体数の割合 ・人口カバー率：都道府県の人口に対する対応団体の人口の割合

都道府県別 電子申請対応市区町村数（H30.9.28時点）

No. 都道府県 対応団体数 対応率 人口カバー率

1 北海道 47/179 26.3% 64.5%

2 青森県 14/40 35.0% 71.5%

3 岩手県 14/33 42.4% 46.0%

4 宮城県 18/35 51.4% 79.5%

5 秋田県 23/25 92.0% 96.9%

6 山形県 2/35 5.7% 28.0%

7 福島県 4/59 6.8% 24.6%

8 茨城県 31/44 70.5% 65.9%

9 栃木県 22/25 88.0% 64.7%

10 群馬県 5/35 14.3% 8.5%

11 埼玉県 49/63 77.8% 90.8%

12 千葉県 31/54 57.4% 80.3%

13 東京都 20/62 32.3% 47.6%

14 神奈川県 8/33 24.2% 70.7%

15 新潟県 16/30 53.3% 78.6%

16 富山県 15/15 100.0% 100.0%

17 石川県 12/19 63.2% 77.8%

18 福井県 13/17 76.5% 86.9%

19 山梨県 25/27 92.6% 99.8%

20 長野県 67/77 87.0% 93.3%

21 岐阜県 41/42 97.6% 94.6%

22 静岡県 23/35 65.7% 75.4%

23 愛知県 25/54 46.3% 40.4%

24 三重県 13/29 44.8% 60.7%

No. 都道府県 対応団体数 対応率 人口カバー率

25 滋賀県 7/19 36.8% 25.5%

26 京都府 8/26 30.8% 76.6%

27 大阪府 19/43 44.2% 42.0%

28 兵庫県 26/41 63.4% 77.5%

29 奈良県 19/39 48.7% 86.6%

30 和歌山県 23/30 76.7% 87.3%

31 鳥取県 8/19 42.1% 81.8%

32 島根県 3/19 15.8% 60.5%

33 岡山県 11/27 40.7% 73.4%

34 広島県 11/23 47.8% 83.4%

35 山口県 8/19 42.1% 40.4%

36 徳島県 22/24 91.7% 96.8%

37 香川県 10/17 58.8% 86.5%

38 愛媛県 14/20 70.0% 82.3%

39 高知県 3/34 8.8% 49.2%

40 福岡県 48/60 80.0% 84.5%

41 佐賀県 6/20 30.0% 49.6%

42 長崎県 4/21 19.0% 36.8%

43 熊本県 20/45 44.4% 80.6%

44 大分県 16/18 88.9% 91.9%

45 宮崎県 10/26 38.5% 73.7%

46 鹿児島県 43/43 100.0% 100.0%

47 沖縄県 6/41 14.6% 29.7%
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ⅰ 医療機関等に提示

マイナンバーカード※
ⅱ 資格情報※を照会
（利用者証明用電子証明書or被保険者番号）

ⅲ 資格情報※を取得

加入者

保険医療機関

マイナポータル
（情報提供等記録開示システム）

①マイナポータルにアクセス

②オンライン資格確認の利用に同意 総務省

ピッ

○ 未来投資戦略2018（平成30年6月15日閣議決定）
・ 医療保険の被保険者番号を個人単位化し、マイナンバー制度のインフラを活用して、転職・退職等により加入す

る保険者が変わっても個人単位で資格情報などのデータを一元管理することで、マイナンバーカードを健康保険証

として利用できる「オンライン資格確認」の本格運用を平成32年度に開始する。

○ 導入に当たっては、現在の世帯別の被保険者番号を個人単位にする「新被保険者番号」と共に整備。

情報提供ＮＷＳ

③自己情報表示で
被保険者番号を要求 ④被保険者番号を要求

⑤被保険者番号を提供⑥被保険者番号を取得

※資格情報：氏名、生年月日、性別、保険者名、負担割合、

資格取得・喪失日 等

加入者

マイナンバーカードの健康保険証としての利用（オンライン資格確認）概要

健康保険証

Ⅰ 初期設定の流れ（赤矢印）

Ⅱ 受診時の資格確認の流れ（青矢印）

※PIN（暗証番号）あり

※PIN（暗証番号）なし
（注）PIN入力を要しない方式。実現に向
けては、公的個人認証法の改正が必要。

厚生労働省資料を基に改変

or

支払基金・国保中央会（国保連）

医療保険者
中間サーバー

支払基金・国保中央会（国保連）

オンライン資格確認等
システム

マイナンバーカード※

⑦被保険者番号・利用者証明用電子証明書（シリアル）を登録

（裏面）

1234 5678 9012
氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

（裏面）

1234 5678 9012
氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長
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カードの利活用シーンや安全性、身分証明書(ID)としての役割を広報

2018年

度 2019年度 2020年度 2021年度～

反動減対策
としての

自治体ポイント
事業実施

【国民向け】カードの普及、
マイキーＩＤ設定支援

【経済界向け】店舗募集

健康保険証
としての利用
（オンライン
資格確認）

2020年夏頃

医療保険者、病院等のシステム改修やデータ初期登録、運用試験など

【国民向け】 カードの普及

〇 マイナンバーカード普及に向け、まず「①反動減対策としての自治体ポイント」、それに続けて
「②健康保険証としての利用」に関する広報に注力。

〇 政府広報と連携し、マイナンバーカードの身分証明書としての役割に関する広報を展開。カー
ドの安全性、電子証明書の利便性・有効期限の更新に留意した広報内容に。

〇 政府広報との連携（2018年度末もカード普及キャンペーン）のほか、地方公共団体や経済界と
連携した広報を展開。

広報

広報 【国民向け】
初期設定
運用開始直前の広報

広報

運用開始

2020年度～
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